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CURRENT 

ニュータイプのシェアオフィス「ビジョンシェア」を開始 

ビジョンオフィス（株） 代表取締役 上原一徳 

 

シェアオフィスとは？ 

近年、シェアオフィスの利用者が増加傾向

にある。シェアオフィス（バーチャルオフィスと呼

ばれることも多い）とは利用者が個別の専有ス

ペースをもたずに共用のフリーアドレスデスクを

自由に使えるサービスだ。法人登記が可能で

郵便物の受取り・転送サービスや電話秘書代

行サービスとセットになっていることも多い。 

サービス料金は一番安いもので、月額 1050

円（法人登記と郵便物転送のみ）からあるが、

月額 1～３万円のものが一般的である。料金の

違いは、ビジネスラウンジの利用権の有無や、

無料で使える貸し会議室の利用時間の差な

どによる。 

利用者の属性は、社員が１、２名の小規模

法人やコンサルタント、個人事業主が多く、地

方の企業が東京営業所を開設するまでの準

備期間に利用するケースもみられる。 

不況もシェアオフィスの増加を後押ししてい

る。経費削減のためにオフィスを閉鎖し、法人

登記をシェアオフィスに移した上で、在宅勤務

を基本スタイルとする会社も増えてきた。取引

先との打ち合せのときは、相手先を訪問する

か、もしくはシェアオフィスの貸し会議室を利

用するのである。 

またブロードバンドとクラウド・コンピューティ

ングの活用を推奨する書籍、例えば「仕事す

るのにオフィスはいらない」（佐々木俊尚著）な

ども多く発刊されており、固定のオフィスを持た

ないワーキングスタイルを礼賛する風潮も強く

なってきている。 

 

既存のシェアオフィスの課題 

このような社会背景や空室増加をうけシェア

オフィスの供給も急増しており、競争が激化す

るとともに顧客の奪い合いが発生しつつある。

また、１拠点あたりの顧客が増えるにつれて、

会議室の予約が思うように取れなかったり、フ

リーアドレスデスクが混雑して集中して仕事が

できないケースが増えてくるため、顧客満足度

が低下し売り上げが一定以上は伸びないとい

う構造を抱えている。 

さらに、ライブドア事件以降、ビジネスマンの

起業意欲は急激に低減しており、起業するよ

りも、「リストラされずにいかにして会社しがみつ

くか」という関心の方が高まっているため、シェ
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アオフィスの需要が今後大幅に伸びることは

考えにくい状況である。 

 

ビジョンシェアの特徴 

弊社は今年の１月から新規事業としてビジョ

ンシェアを開始するにあたり、既存とは全く異

なる事業戦略を立案し実行した結果、順調に

契約数を伸ばすことに成功している。 

特徴は下記の３つ。 

１．既存コミュニティ（コミュニティ＝会員サービ 

ス、以下同）に OEM＊供給する 

２．法人ではなく個人を主な対象とする 

３．新規コミュニティを自社で立ち上げる 

その内容は下記のとおり。 

１．既存コミュニティに OEM 供給する 

 すでに数十名から数千名規模の個人顧客

を抱えているセミナー会社などと業務提携して

ビジネスサロン利用権をセミナー会社の教育

サービスに組み込む形で販売する。つまりシェ

アオフィスサービスを前面に押し出さず、オマ

ケとして提供する。弊社からは、原則として、直

接ユーザーに販売しない。 

２．法人ではなく個人を主な対象とする 

個人事業主ではなく、これから副業を始め

たいと思っている個人をターゲットとして、商品

設計する。そのため基本価格を 9900 円と低価

格におさえ、サラリーマンでも利用できるように

した。 

３．新規コミュニティを自社で立ち上げる 

ビジョンシェアを、世間一般でいうところのハ

ードとしてのシェアオフィスではなく、ユーザー

のビジョンを実現するためのリアルコミュニティ

サービスとして位置付けた。 

既存コミュニティの繁栄をサポートすることが

主たる目的だが、そのノウハウを蓄積するため、

自社でも２つのコミュニティを立ち上げた。 

ひとつはスポーツ・健康系の「青山アスリート

クラブ 」（http://www.aoyama-ac.jp）、もう一

つは地方企業の東京進出をサポートするため

の「東京浪漫倶楽部」である。 

（http://www.visionoffice.jp/trc/） 

 

コミュニティサポート事業の可能性 

小規模法人や個人事業主をターゲットとし

ないことにより、他社との競合を避けることがで

きる。しかも潜在需要は 1000 万人と推測して

おり膨大なマーケットが期待できる。 

また、青山アスリートクラブを１月に立ち上げ

たが３月には、日本初のトライアスロン総合博

覧会の開催につながり、スポーツ業界全体を

巻き込んだ新たな動きが生まれるなど、コミュ

ニティは新たな潮流を生み出す可能性もある

ことを実感した。コミュニティを育てることにより、

商品を開発する前に顧客を確保することも容

易となる。今後もコミュニティサポート事業とし

てのビジョンシェアの可能性を探求していきた

いと考えている。 

＊OEM: 相手先のブランドに合わせた内容の

サービスを提供すること 


